
 

 

 

答  申  第  １３３  号    

（諮  問  第  １３５  号）  

  

 

令和７年（ 2025 年）７月 29 日  

 

 

 

鎌倉市長  松尾  崇  様  

 

 

 

              鎌倉市情報公開・個人情報保護審査会  

                    会  長   嘉  藤   亮  

 

 

 

令和５年（ 2023 年）８月１日付け鎌総第 1218 号で諮問のあった

下記の事案について、別紙のとおり答申します。  

  

 

記  

 

 

行政文書公開拒否決定処分に対する審査請求について  
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１  審査会の結論  

  令和４年（ 2022 年） 10 月 14 日付で、審査請求人が行政文書公開

請求した「第三条の二  独立行政法人都市再生機構は、国土交通大

臣が一体的かつ総合的な住宅市街地その他の市街地の整備改善を促

進すべき相当規模の地区の計画的な整備改善を図るため必要な土地

区画整理事業を施行する必要があると認める場合においては、施行

区域の土地について、当該土地区画整理事業を施行することができ

る。上記に関係する文書を公開請求する。」について、実施機関鎌倉

市長が令和５年（ 2023 年）２月 14 日付けで行った行政文書公開拒否

決定処分は妥当ではなく、改めて対象文書を特定し、決定を行うべ

きである。  

 

２  審査請求の経緯と主張の要旨  

 ⑴  本件審査請求の経緯  

   審査請求は、次のような経緯で行われた。  

  ア  行政文書公開請求書の提出  

    審査請求人は令和４年（ 2022 年） 10 月 14 日付けで鎌倉市情

報公開条例（平成 13 年９月 28 日条例第４号。以下「条例」と

いう。）に基づき、実施機関鎌倉市長（以下「実施機関」とい

う。）に対し、「土地区画整理法、第３条の２第１項  独立行政

法人都市再生機構が村岡・深沢地区の一体土地区画整理事業を

施行者になる場合の、国土交通大臣が地区の計画的な整備改善

を図るために必要であると認めた一切の文書」（以下「当初請求

内容」という。）に係る行政文書公開請求を行った。  

  イ  当初請求内容に係る補正について  

    実施機関は、当初請求内容を確認したところ、「請求する文書   

の内容」欄（以下「内容欄」という。）に形式上の不備があると

判断し、別表１のとおり審査請求人に対して補正を求めた。  

    審査請求人は、実施機関から求められた内容欄の補正の求め

に応じ、請求内容を「第三条の二  独立行政法人都市再生機構

は、国土交通大臣が一体的かつ総合的な住宅市街地その他の市

街地の整備改善を促進すべき相当規模の地区の計画的な整備改

善を図るため必要な土地区画整理事業を施行する必要があると

認める場合においては、施行区域の土地について、当該土地区
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画整理事業を施行することができる。上記に関係する文書を公

開請求する。」（以下「本件請求内容」という。）に修正した。  

    しかしながら、実施機関は、本件請求内容では記載が不十分

であり、形式上の不備の解消に至らないと判断し、再度補正を

依頼した。これに対して審査請求人は補正をしない旨、回答し

たことから、実施機関は審査請求人に補正をしないことの意向

確認を行った。実施機関と審査請求人のやりとりについては別

表２のとおりである。  

 ウ  本件処分について  

   実施機関は、本件請求内容に形式的な不備があるとして、令和

５年（ 2023 年）２月 14 日付けで行政文書公開拒否決定処分（以下

「本件処分」という。）を行った。  

 エ  審査請求書の提出  

   審査請求人は本件処分に対し、令和５年（ 2023 年）３月 15 日付

けで審査請求を行った。  

⑵  審査請求の趣旨  

  審査請求に係る処分を取り消すのと裁決を求める。  

⑶  審査請求の理由要旨  

  審査請求人が令和５年（ 2023 年）３月 15 日付けで提出した審査請   

求書、同年５月 15 日付けで提出した反論書及び同年６月 30 日付け

で提出した再反論書における主張を総合すると、審査請求の理由は

大要次のとおりである。  

  なお、審査請求人は審査会における口頭意見陳述を申し出なかっ

たため、審査請求人による口頭意見陳述は実施していない。  

 ア  実施機関は、審査請求人に内容欄の補正を求めた際、補正の参

考となる情報の提供に努めたと説明するが、審査請求人は補正の

参考となる情報の提供を受けていない。  

 イ  実施機関は、条例を公正かつ正確に運用していない。  

 ウ  実施機関は、村岡・深沢地区土地区画整理事業、事業計画に関

する説明会を開催しており、独立行政法人都市再生機構と事業内

容に関する会議等を実施しない限り、独立行政法人都市再生機構

が独断で説明会を開催することはできない。  
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３  実施機関の行政文書公開拒否決定理由説明要旨  

  令和５年（ 2023 年）４月 27 日付けで提出された弁明書及び同年６

月 19 日付けで提出された再弁明書及び令和７年（ 2025 年）４月 14

日に実施した実施機関の口頭による決定理由説明によると、実施機

関が行政文書公開拒否決定処分とした根拠は、大要次のとおりであ

る。  

 ⑴  審査請求人は、公開請求の参考になる情報の提供は受けていな

いと主張しているが、行政文書公開請求書に記載された内容に対

し、実施機関が公開すべき文書の特定につながるよう明確にする

ため受付の際、口頭による聴き取りを依頼したが、審査請求人は

応じなかった。  

 ⑵  実施機関は、審査請求人に対し、別表１のとおり請求内容を確

認するため、文書で確認を行った。  

 ⑶  実施機関は、審査請求人に対して文書で確認を行う際には、条

例第５条第１項第２号に定める「行政文書の名称その他の公開請

求に係る行政文書を特定するに足る事項」の記載が必要であるこ

と、「詳細、一切、一式、等」といった表現を用いないよう例示

し、情報提供を行った。  

 ⑷  本件請求について、計２回の補正依頼を行ったところ、１回目

に補正の回答を受けたものの行政文書の特定には至らず、２回目

の補正依頼に対しては補正しない意向を受けた。こうしたことか

ら更に補正に係る意向確認を行ったところ、補正の意向がないと

の回答を受けた。  

 ⑸  実施機関は、審査請求人の請求内容について、条例第５条第１

項第２号の規定を満たしていないと判断したこと、情報公開ハン

ドブック 42 ページの「請求者が補正に応じない意思を明確にした

場合は、請求拒否決定をすることとし、行政文書公開拒否決定通

知書（任意様式）により請求者に通知します。」に基づき、本件処

分を行った。  

 ⑹  審査請求人は反論書において独立行政法人と打合せを実施しな

い限り同法人が独断で説明会を行うことはできないと主張してい

るが、公開請求時に公開すべき行政文書として特定できるもので

はない。以上のことから、本件処分は妥当である。  
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４  審査会の判断  

  当審査会は、審査請求人の審査請求書、反論書及び再反論書並び

に実施機関からの弁明書、再弁明書及び決定理由説明聴取の結果に

基づき、次のように判断した。  

⑴  本件請求等について  

本件請求は「第三条の二  独立行政法人都市再生機構は、国土

交通大臣が一体的かつ総合的な住宅市街地その他の市街地の整備

改善を促進すべき相当規模の地区の計画的な整備改善を図るため

必要な土地区画整理事業を施行する必要があると認める場合にお

いては、施行区域の土地について、当該土地区画整理事業を施行

することができる。上記に関係する文書を公開請求する。」の公開

請求である。  

  実施機関は、本件請求内容について、形式上の不備があり条例

第５条第１項第２号の規定を満たしておらず、かつ、行政手続条

例第６条の規定による要件を欠く請求として、本件処分を行っ

た。  

  審査請求人は、反論書及び再反論書において、必要な情報提供

がされなかった等として、本件処分は不当であると主張する。  

  そこで、以下、実施機関による本件処分の妥当性について検討

する。  

⑵  本件請求内容文書の特定について  

 ア  公開請求書に記載を求められる「行政文書を特定するに足り

る事項」（条例第５条第１項第２号）は、実施機関が、当該記載

から開示請求者が求める行政文書を他の行政文書と識別できる

程度の記載を要するものと解される。  

イ  実施機関は、１回目の補正依頼で審査請求人から請求内容を

「第三条の二  独立行政法人都市再生機構は、国土交通大臣が

一体的かつ総合的な住宅市街地その他の市街地の整備改善を促

進すべき相当規模の地区の計画的な整備改善を図るため必要な

土地区画整理事業を施行する必要があると認める場合において

は、施行区域の土地について、当該土地区画整理事業を施行す

ることができる。上記に関係する文書を公開請求する。」と回答

を得たが、行政文書の特定には至らなかったと説明する。  
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 ウ  また、実施機関は、１回目の補正依頼時に補正依頼の理由と

して、「村岡・深沢地区の土地区画整理事業はまだ事業計画が認

可されておらず、従って国土交通大臣が地区の計画的な整備改

善を図るために必要であると認める段階には至っておらず、市

では請求内容に合致する文書が特定できません。」と説明する。  

 エ  本件請求内容は、抽象的・一般的な事項を記載したものでは

なく、一定程度個別的・具体的なものであると認められる。  

また、当審査会が市のホームページを確認したところ、深沢

地域整備事業に関する「これまでの歩み」において、令和５年

（ 2023 年）３月に「村岡地区・深沢地区土地区画整理事業」に

ついて、独立行政法人都市再生機構が国土交通大臣に事業計画

認可を申請する。」との記載が認められた。  

 オ  そうすると、審査請求人が当初の請求を行った令和４年

（ 2022 年） 10 月 14 日時点では、本件請求内容に該当する行政

文書が物理的に存在しない可能性はあるものの、本件請求内容

は、少なくとも実施機関にとっては、審査請求人が求める行政

文書を他の行政文書と識別できる程度の記載となっており、対

象となる行政文書の特定は可能であったと判断せざるを得な

い。  

 カ  なお、実施機関は本件処分内容は行政文書の特定には至ら

ず、また、審査請求人は本件請求内容を補正しない意向を受け

たことから、本件処分を行ったと説明する。  

   確かに、審査請求人は実施機関による再度の補正の求めに対

し、これに応じない意思を明確に示してはいるが、上記のとお

り、第１回の補正の求めに応じて修正された本件請求内容は十

分に具体的・個別的な記載であって、これに形式的な不備があ

るとした本件処分は妥当とはいえない。  

   よって、実施機関は、改めて対象文書を特定し、決定を行う

べきである。  

 

  審査請求人はその他種々主張するが、いずれも当審査会の判断

を左右するものではない。  

 

  以上により「１  審査会の結論」のとおり判断する。  
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５  審査会の処理経過  

  当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。   
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別表１  

 実施機関の補正依頼の経過  

 依頼日  

第１回補正依頼  令和４年（ 2022 年） 11 月 24 日付け鎌深地第 550 号  

第２回補正依頼  令和４年（ 2022 年） 12 月 16 日付け鎌深地第 618 号  

補正意向確認  令和５年（ 2023 年）１月 19 日付け鎌深地第 691 号  

 

別表２  

 審査請求人の回答の経過  

 審査請求人

回答日  

審査請求人の回答  

当初請求内容   土地区画整理法、第３条の２第１項  独

立行政法人都市再生機構が村岡・深沢地

区の一体土地区画整理事業を施行者にな

る場合の、国土交通大臣が地区の計画的

な整備改善を図るために必要であると認

めた一切の文書  

第１回  

補正依頼  

令和４年  

（ 2022 年） 

11 月 27 日  

第三条の二  独立行政法人都市再生機構

は、国土交通大臣が一体的かつ総合的な

住宅市街地その他の市街地の整備改善を

促進すべき相当規模の地区の計画的な整

備改善を図るため必要な土地区画整理事

業を施行する必要があると認める場合に

おいては、施行区域の土地について、当

該土地区画整理事業を施行することがで

きる。上記に関係する文書を公開請求す

る。  

第 2 回  

補正依頼  

令和４年  

（ 2022 年）  

12 月 22 日  

補正はしません。  

意向確認  令和５年  

（ 2023 年）  

１月 27 日  

補正はしません。  
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（別紙）  

処  理  経  過  

  

 

年  月  日  内   容  

Ｒ   ４  ／  １  ０  ／  １  ４  行政文書公開請求書が提出される  

    １  １  ／  ２  ４  行政文書公開請求  補正依頼書  

    １  １  ／  ３  ０  補正内容等回答書（ 11/27 付け）  

    １  ２  ／  １  ６  行政文書公開請求  再補正依頼書  

    １  ２  ／  ２  ６  補正内容等再回答書（ 12/22 付け）  

  ５  ／   １  ／  １  ９  行政文書公開請求  補正意向確認書  

     １  ／  ３  １  補正意向回答書（１ /27 付け）  

     ２  ／  １  ４  行政文書公開拒否決定通知書  

     ３  ／  １  ５  審査請求書が提出される（処分庁：深沢地域

整備課  審査庁：総務課）  

     ４  ／  ２  ７  処分庁が審査庁に弁明書を提出  

     ５  ／  １  ５  審査請求人が審査庁に反論書を提出  

     ６  ／  １  ９  処分庁が審査庁に再弁明書を提出  

     ６  ／  ３  ０  審査請求人が審査庁に再反論書を提出  

     ８  ／   １  審査会に諮問  

  ７  ／   ４  ／  １  ４  第 165 回審査会で審議  

（実施機関からの口頭による決定理由説明）  

     ５  ／  ２  ０  第 166 回審査会で審議  

     ６  ／  １  ３  第 167 回審査会で審議  

     ７  ／   ４  第 168 回審査会で審議  

     ７  ／  ２  ９  答申（答申第１３３号）  


